
2C4 研究開発の知識生産性分析 

松井 好 ( 主教大産業関係 研 ), 0 福谷正信 ( 社会経済生産性本部 ) 

序 

先般の科学技術基本計画の 閣議決定を契機に 、 国や大学が主導ずる 基礎的研究 

や 独創的研究の 充実に期待が 高まっている。 その背景として、 民間企業の中には、 

商品のライフサイクルが 短命となり、 研究開発期間が 短縮され、 製品化指向が 強 

まる中で、 リスクが大きく、 かつ長期的な 開発テーマについては 「手に負えない」 

といった気運も 見逃せない。 

日本企業は内外の 織 烈 な競争のもとに、 市場ニーズに 即応した製品の 開発を重 

視せざを得ない。 開発のスピードを 競 うと 共に、 独創的な技術・ 製品の開発が 一 

層 重要になってきた。 

貿易黒字の拡大による 円高の進展が、 世界市場における 価格競争力の 低下をも 

たらし、 日本の基幹産業であ る製造業の存立を 揺がしている。 国際基準上、 企業 

が世界最適生産基地化を 推し進めていく ことは避けられず、 日本も例外とは 言え 

な い 

この変化は日本の 技術開発の基軸を 生産プロセスの 改善・ 改良から、 独創的 製 

品の開発に移行する と を含意するものであ る。 企業間の競争力を 捉える場合も 、 

いわゆるプロダク ト ・ イノベーショ ンの展開力を 視野に入れなくてならない。 企 

業の生産性分析も、 生産プロセスの 改善・工夫とともに 研究開発過程の 知識・ 技 

術の投入と産出関係に 着目し、 その概念と指標化を 明らかにして い く ことが重要 

であ る。 

なお、 本稿が科学技術庁・ 科学技術振興調整 費 ( 総合研究 「知的生産活動におけ 

る創造性支援に 関する基礎的研究」 ) より研究助成を 受けたことをここに 謝辞を 

表する次第であ る。 

1 知識生産性の 概念 

      生産性概念 

生産性は一般的に、 経済活動の産出や 成果とその生産要素の 投入との関係式と 
してとらえることができる。 投入される生産要素は 資本、 設備、 原料、 労働など 

であ り、 産出の結果は 生産量、 売上高、 利益、 付加価値などであ り、 生産性とは 

産出 ( 成果 ) とその目的のために 投入された諸要素との 比率として表される。 

生産性の向上は、 相対的最小の 手段 ( 犠牲、 費消 ) をもって、 生産的行為をす 
ることを要請ずることになる。 すなわち産出 ( 高 または 量 ) と投入 ( 高 または 量 ) 

との 比 として表示される 生産性は、 生産活動における 一種の効率性や 合理性を示 

す指標として、 またその限りにおいて、 意味を持つものであ る。 

生産性は産出と 投入との関係であ るから、 企業活動に例をとるならば、 業績に対 
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する経営 計 資源の有効活用と 捉えることもできる。 その生産性測定には 多様な方 
法 があ り、 例えば資本生産性、 設備生産性、 原材料生産性、 労働生産性などであ 
る。 代表的な生産性指標であ る労働生産性は、 その成果要素として 付加価値 額 

( 売上高一外部購入費 ) を設定し、 従業員数を投入要素とする。 その名称は付加 

価値労働生産性であ る。 

このようにして 測定された生産性は、 自然現象や社会現象をそのまま 描写する実 

態概念ではなく、 目的を何にするか、 手段を何に措くかを 主体的に選択する 操作 

概念といえる。 

2  知識生産性のフレームワ ク 

生産性の向上は 究極的には一人当たりの 付加価値を上げることであ る。 人間の 

生産活動は、 自然に働きかけたり、 あ るいは人間に 有効な人工物を 造るという 行 

為 であ る。 その人間の営為をより 効率的に展開するためには、 多く の経験、 知識 

や 技術・ ノウハウが蓄積され、 活用されて可能となる。 

現代の生産性問題も、 資本や労働などの 投入量を増加させ、 単に量的な拡大を 
通じ、 生産性向上を 実現することから、 知識や技術の 発見、 発明を通じて、 質的 

転換を図り、 飛躍的に伸ばすことが 一層重要な時代になってきたといえる。 道具 

の発明 ・ 改良、 エネルギ一の 開発、 通信の発達、 コンピュータ 一の普及などの 技 

術 革新が、 生産性を上げてきたことは、 歴史の証明するところであ る。 

先進工業国においては、 技術やノウハウ、 さらにはそれを 導き出す理論や 仮説を 

総称した 「知識」 が 、 新たな価値を 生む生産性向上の ト リガ 一 ( 引き金 ) になっ 

てきている。 因みに、 日本の経済成長に 対する生産要素の 寄与度を分析すると、 

資本や労働の 増加と比較し、 技術進歩 ( 通常、 全要素生産性とも 言われ、 技術の 

進歩以覚に、 規模の経済、 外部経済、 不経済、 生産要素の 「 質 」 の変化、 稼働率 

などを含む ) が 主因となってきたことが 指摘されている。 経済成長の基軸がいわ 
ゆる 「量の拡大」 から 「質の革新」 に移行している 証左でもあ る。 

企業といったミ ク ロレベルも、 従来の製造現場における、 技能職や生産労働者 
の 高い生産性から、 研究開発、 企画立案を担う 研究   技術職や専門職の 生産性が 
真に問われるようになってきた。 

本稿は成長、 発展を主導する 「知識」 を、 生産性概念のキーワー ドに据え、 生 

産性 研究を再構築せんとするものであ る。 具体的には企業の 経営活動のうち、 研 

究 開発や製品開発過程に 焦点を当て、 その生産性を 測定する試みであ る。 

2  知識生産性測定のモデル 
2 , 1 研究開発の評価 

企業の知的生産活動は、 その重要性が 認識されながら、 確たる測定方法が 確立 

されていない。 

従来、 研究開発活動を 評価・測定する 試みは繰り返されてきた。 定量的評価につ 

いても、 様々な方法が 採り入れられ、 例えば決定論的評価法、 経済的評価法、 オ 

ペレーショ ンズ ・ リ サーチ 法 、 複合的評価法などを 挙げられるが、 これらの手法 

が 必ずしも、 一般的に企業に 活用されているとは 言い難い。 
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社会経済生産性本部 ( 1 9 9 5 ) のアンケー ト調査においても 指摘されている 

ように、 「大多数の企業が R & D ( 研究開発 ) の生産性に強い 関心をもち、 その 

効果的な測定方法や 指標の開発が 期待されている。 しかしながら、 実際には簡便 
で有効な方法がなく、 満足が得られないながらも、 経験的、 主観的あ るいは慣習 

的 方法による判断に 甘んじざるをえない」 というのが多くの 企業の実情であ る。 

2 . 2  知識生産性の 測定 

企業は顧客，市場の 要請を受け、 研究開発、 製品開発さらには 設計・ 試作を経て、 

生産活動を繰り 返し、 商品として社会に 供給する。 実際の研究開発活動は 、 単に 

科学的知見の 発明・発見にとどまらず、 製品開発やコス トダウンなど 具体的な経 

営課題の解決に 対する貢献が 期待される。 

その企業の知的生産活動を、 研究開発活動と 製品化・事業化活動の 2 側面から 
捉えることができる。 知的生産活動のプロセスを 区分し、 それぞれのユニッ トの 

生産性を測定することによって、 企業の技術開発，製品化活動全体を 評価・分析 

することが可能となる。 

研究開発ユニッ トの知識生産性は、 企業の基礎的研究や 応用開発研究段階の 生 

産性であ り、 市場からのニーズ、 あ るいは発明・ 発見といった 新しい知識を 創出 

し 、 体系化を図る。 その体系から 技術体系を構築し、 実用化のために 再編して、 

製品化や新製法に 結びつける と を主眼としている。 

一方、 事業開発ユニッ トの知識生産性は、 研究開発ユニッ トにおける成果をふま 
え 、 開発 ， 設計、 製造、 販売といった 経営活動を通じて、 企業利益に対する 貢献 

度を評価・測定することであ る。 

この場合、 研究活動ユニッ トの知的成果の 全てがそのまま 事業開発ユニッ トに 

反映される保証はない。 さらに、 事業開発ユニッ トの成果のみで 売上高や利益を 
実現することはできないことも 留意しなくてはならない。 

2 , 3  知識生産性測定モデル 
知識生産性は 研究開発活動と 事業活動の生産性という 2 側面から概念規定を 行 

う 。 そのモデルは 以下の式となる。 

知識生産性二 研究開発生産性 * 事業開発生産性 

二 C 特許出願 数ソ 研究開発費 ) * C 営業利益 額ソ 特許出願 数 ) 

研究開発の生産性測定は、 研究開発投資の 効果を測るものであ る。 投資と効果、 

費用と便益といった 関係を示す場合、 研究開発活動はその 性格上、 時間的なギャ 

ップを考慮する 必要があ り、 研究開発費のストックを 投入要素とする。 産出成果 

は 様々な項目が 考えられるが、 今回は特許出願累積件数を 成果要素とした。 スト 

ック 概念から、 研究開発に対する 出願特許の産出弾力性を、 知識生産性の 測定 結 

果 とするものであ る。 研究開発活動の 生産性には特許出願弾力性をあ てる。 

事業活動の生産性測定は、 出願特許の累積結果が 生産・営業活動を 通じて、 売 

上げを伸ばし、 企業利益に貢献する 相関関係を指標化するものであ る。 出願特許 

の 投入ストックを 生産性の投入要素とし、 営業利益累積額を 産出要素とする。 前 

述のようにストック 概念から出願特許に 対する営業利益の 産出弾力性を 求めた。 

この結果、 事業活動の生産性は 事業開発弾力性をあ てる。 
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知識生産性は 特許出願弾力性と 事業開発弾力性を 合成したものと 規定し 、 模式 図 

で 示すならば、 図 1 となる。 

3  産出弾力性の 理論文 

新しい知識や 能力の創造は、 既存の知識ストックや 技術・技能ストックに 立脚 

しており、 研究開発投資のストックに 応じたレベルの 知識・能力が 創出できると 

考えられる。 これにより、 知識生産性をストック 概念を使用し、 投入と産出の 関 

係を以下の式で 推計する。 

投入ス トック F C t ) と 産出ス トック S ( t ) の関係は 

  

S C t ) = A { F C t 一 n ) ) 

く 但し A : 定数 n : タイムラグ   a : 産出弾力性 フ 

と 表すことができる。 

この関係式の 対数をとると、 

l o g S ( t ) 二 l o g A + a l o g F ( t 一 n ) 

が得られる。 

この式から、 l o g S ( t ) を l o g F ( t 一 n ) に対してプロッ トすれば、 

直線が得られ、 傾斜ばが産出弾力性となる。 なお、 人手し ぅる データの制約から、 

1 9 8 3 年度以降の投入と 産出の各データを 用いて、 n 二 0 とした。 

4  知識生産性指数 
既述の理論 式 により、 主要メ       2 0 社の知識生産性を 測定する。 なお、 各 

企業の特許出願件数は ( 財 ) 日本特許情報機構、 研究開発費と 営業利益は有価証 
券 報告書による。 

      特許出願弾力性指数 
図 2 のように、 日本の代表的なメーカー 2 0 社について特許出願弾力性を 比較す 

ると、 1 9 8 2 年から 9 2 年の 1 1 年間では、 概ね化学メーカ 一の方がエレク ト 

ロニクスメーカーより 優っていたことになる。 個別メーカ一間の 優劣については 

富士フィルム、 ソニー、 三井石油化学、 宇部興産、 東レが上位を 占め、 日立、 キ 

ヤノン、 富士通、 帝人、 呉羽化学が相対的に 低かった。 

なお、 特許出願については、 国の政策と企業の 特許戦略が強く 影響する点を 留 

煮 する必要があ る。 1 9 8 5 年から施行された 特許出願などの 適正化政策、 1 9 

8 8 年から施行された 「多発明一出願制度」 の導入などが、 各企業の特許出願を 
抑制した要因とみられる。 この点は企業側の 受け止め方に 若干の差異が 見受けら 

れる。 特許を知識生産性の 成果とする場合、 登録された特許数を 使用すべきであ 
るが、 データ入手の 限界から出願数に 依らざる 得 なかった。 今回の生産性測定は 知識生産性の 分析方法を検討する と であ り、 単に企業の 
ランキングを 目的としていないことを 改めて強調したい。 
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4 . 2  事業開発弾力性指数 
一方、 事業開発弾力性も 相対的には化学メーカーが 優位となった。 個別メーカー 

ではキヤノ ン、 呉羽化学、 帝人が高く、 ソニー、 富士フィルム、 新日鉄、 シャー 

プ 、 沖電気が劣っていたといえる。 

4 . 3  知識生産性指数 
名メーカ一の 知識生産性は、 X 軸 ( 特許出願弾力性指数 ) と Y 軸 ( 事業開発弾 

力性 ) という 2 視点から、 相対的な評価が 可能となった。 もし、 その他の要因が 
一定ならば、 X 軸と Y 軸で描かれる 長方形の面積が 知識生産性指数となる。 この 

観点から比較すると、 図 3 に示したように、 知識生産性の 高い企業は三井石化、 

旭化成、 キヤノ ン、 富士フィルム、 東ソ 一であ り、 低い企業は日立、 三菱電機、 

新日鉄、 富モ通となる。 

5  小宿 

以上のように、 知識生産性を 特許出願弾力性指数と 事業開発弾力性指数の 2 視 

点で測定し、 その両者を連続した 関係として捉えた。 しかしながら 現実的には、 

研究開発投資が 直接、 特許という知的成果に 結びつかないこともあ り、 また知的 

成果がそのまま 事業収益に反映しない。 企業の技術開発・ 製品開発に代表的な 活 

動とその成果を 使って、 生産性測定に 代行させた結果といえよう。 

それ故に、 知識生産性測定モデルの 設計上、 研究開発生産性と 事業活動生産性 
を非連続した 概念と捉え、 それぞれにふさわし い データを使用し、 知識生産性指 

数を導き出す 方法も考えられる。 

知識生産性分析は 企業の研究開発と 事業開発活動を 評価・ 測定する 1 つめアプ 

ローチであ るが、 生産性測定モデルの 適用可能性についても、 使用するデータの 
客観性や操作性についても、 様々な未解決の 課題を抱えており、 今後の一層の 研 

究 が必要であ る。 
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